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連結注記表 (2019年３月 １ 日から
2020年２月29日まで)

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　　(１) 連結の範囲に関する事項
　　　　①連結子会社の状況
　　　　　・連結子会社の数　　　　　　５社
　　　　　・連結子会社の名称　　　　　メールカスタマーセンター株式会社

株式会社ディーピーシー
株式会社日本百貨店
株式会社アドフレックス・コミュニケーションズ
PT. Merdis International

　　　　②非連結子会社の状況
　　　　　該当事項はありません。
　　　　③議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
　　　　　該当事項はありません。

　　(２) 持分法の適用に関する事項
　　　　①持分法を適用した関連会社の状況
　　　　　・持分法適用の関連会社数　　１社
　　　　　・会社等の名称　　　　　　　TV Direct Public Company Limited
　　　　②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　　　　　該当事項はありません。
　　　　③議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としなか

った会社の状況
　　　　　該当事項はありません。
　　　　④持分法適用手続に関する特記事項
　　　　　持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度に

係る計算書類を使用しております。
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　　(３) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　　　　①連結の範囲の変更
　　　　　当連結会計年度において、連結子会社であるJML Singapore Pte. Ltd.の全株式を売却したた

め、JML Singapore Pte. Ltd.及びその子会社JML Direct (M) Sdn.Bhd.を連結の範囲から除
外しております。
また、2020年２月21日付で株式会社日本ヘルスケアアドバイザーズの清算が結了したため、
連結の範囲から除外しております。

　　　　②持分法の適用の範囲の変更
　　　　　該当事項はありません。

　　(４) 連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社のうち、PT. Merdis Internationalの決算日は12月31日であります。連結計算書
類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した連結子会社
間の重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
　その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

　　(５) 会計方針に関する事項
　　　　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　イ．有価証券
　　　　　　その他有価証券

　時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法により評価しておりま
す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　　ロ．たな卸資産
　　　　　　商品　　　　　　　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
　　　　　　仕掛品　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。
　　　　　　貯蔵品　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。
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　　　　②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　イ．有形固定資産(リース資産を除く)
　　　　　　　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法によって

おります。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を
除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定
額法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～20年
工具、器具及び備品 ３～15年
車両運搬具 ６～ ８年

　　　　　ロ．無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウエア ５年
商標権 ３～10年

　　　　　ハ．リース資産　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自
己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており
ます。
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい
ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。

　　　　③重要な引当金の計上基準
　　　　　イ．貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　ロ．賞与引当金　　　一部の連結子会社において、従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給
見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

　　　　　ハ．役員賞与引当金　一部の連結子会社において、役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見
込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

　　　　　ニ．ポイント引当金　一部の連結子会社において、会員のポイント利用に備えるため、当連結会
計年度末において、将来利用されると見込まれる額を計上しております。
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　　　　④その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　　　　イ．のれんの償却に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　のれんの償却については、その効果の発現する期間（８年）にわたり定

額法により償却しております。
　　　　　ロ．退職給付に係る負債の計上基準
　　　　　　　　　　　　　　　退職給付に係る負債は、当社及び一部の連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末における自己都合要支給額を
退職給付債務として計上しております。

　　　　　ハ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　　　　　二．連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社において、連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　　(１) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018（平成30）年
２月16日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区
分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　　(２) 連結損益計算書
　前連結会計年度まで、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「消費税差額」は金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。なお、前連結会計年度の「消
費税差額」は、91千円であります。
　前連結会計年度まで、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「開業費償却」は金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。なお、前連結会計年度の「開
業費償却」は、15,463千円であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
　　(１) 当座貸越契約
　　　　　当社及び一部の連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関７行と当座貸越

契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末における当座貸越契約に係
る借入未実行残高は次のとおりであります。

　　　　　(円建て）
当座貸越極度額 6,700,000千円
借入実行残高 460,000千円

　　　　　　差引額 6,240,000千円

　　　　　(米ドル建て）
当座貸越極度額 6,000千ドル
借入実行残高 660千ドル

　　　　　　差引額 5,339千ドル

　　(２) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　592,461千円
　　　　 上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　　(１) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 30,517,200株 －株 －株 30,517,200株

　　(２) 剰余金の配当に関する事項
　　　　①配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年５月28日
定時株主総会 普通株式 193,639 7.00 2019年２月28日 2019年５月29日
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　　　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年５月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 190,777 7.00 2020年２月29日 2020年５月27日

　　(３) 当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）
の目的となる株式の種類及び数

第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 110,800株 202,000株 26,400株 112,000株
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５．金融商品に関する注記
　　(１) 金融商品の状況に関する事項
　　　　①金融商品に対する取組方針
　　　　　　当社グループは、原則として資金運用については、安全性の高い短期的な預金等に限定し、

投機的な取引は行わない方針であります。
　　　　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　　　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

については、与信管理規程に従い、新規取引先等の信用調査等を行っており、また、取引先ご
とに期日及び残高の管理をするとともに、主要な取引先の状況をモニタリングすることによ
り、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　　　　有価証券及び投資有価証券は、主に、余資運用のため保有する債券等及び業務上の関係を有
する企業の株式等であり、債券・株式等発行体の信用リスク及び金利変動リスク等に晒されて
おります。有価証券については、原則として格付の高い債券を対象としているため、信用リス
クは僅少であります。

　　　　　　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であり、流動性リスクに晒されております
が、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

　　　　　　借入金の使途は運転資金であり、金利変動リスクに晒されております。当該リスクについて
は、主に、固定金利で調達することによりリスクの低減を図っております。

　　　　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　　(２) 金融商品の時価等に関する事項
　　　　　2020年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（１）現金及び預金 6,348,597 6,348,597 －

（２）受取手形及び売掛金
貸倒引当金※１

6,601,503
△104,060
6,497,443 6,497,443 －

（３）投資有価証券 332,724 204,209 △128,514

資産計 13,178,765 13,050,250 △128,514

（４）買掛金 3,977,875 3,977,875 －

（５）長期借入金※２ 2,983,141 2,979,797 △3,344

負債計 6,961,017 6,957,672 △3,344

　　※１ 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
　　※２ １年内返済予定の長期借入金を含めております。
　　(注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　　 （１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金
　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
　　 （３）投資有価証券
　　　　　　これらの時価については、取引所の価格によっております。
　　 （４）買掛金
　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
　　 （５）長期借入金
　　　　　　これらの時価について、固定金利によるものは元利金の合計額を新規に同様の借入を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりますが、変動金利によるもの
については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ
等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 3,000

　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表
には含めておりません。

６．1株当たり情報に関する注記
　　(１) １株当たり純資産額 245円94銭
　　(２) １株当たり当期純利益 ６円69銭

７．重要な後発事象に関する注記
　　　自己株式の取得

　当社は、2020年４月13日開催の取締役会において決議いたしました、会社法第165条第３項の
規定により読み替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づく自己株式の取得について、下
記のとおり実施いたしました。

　　(１) 自己株式の取得を行う理由
　　　　資本効率の向上と株式価値向上を図るため
　　(２) 取得に係る事項の内容
　　　　①取得する株式の種類　：当社普通株式
　　　　②取得する株式の総数　：2,250,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合8.25％）
　　　　③株式取得価額の総額　：553,500千円（上限）
　　　　④取得日　　　　　　　：2020年４月14日
　　　　⑤取得方法　　　　　　：東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け
　　(３) 取得の結果
　　　　①取得した株式の種類　：当社普通株式
　　　　②取得した株式の総数　：2,195,000株
　　　　③株式取得価額の総額　：539,970千円
　　　　④取得日　　　　　　　：2020年４月14日
　　　　⑤取得方法　　　　　　：東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け
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８．その他の注記
　　(１) 減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
（単位：千円）

場　所 用　途 種　類 減損金額

株式会社日本百貨店
(東京都、埼玉県及び大阪府） 事業用資産

のれん 19,457
建物、工具、器具及び備品、
ソフトウエア等 36,270

株式会社日本ヘルスケアアドバ
イザーズ
(東京都)

事業用資産 ソフトウエア、工具、器具
及び備品、建物等 25,323

　　　 当社グループは、原則として事業用資産については、事業部を基準としてグルーピングを行って
おります。上記資産については、投資に見合う回収が困難と判断されることから、回収可能価額ま
で帳簿価額を減損しております。回収可能価額は、使用価値と正味売却価額のうちいずれか高い金
額としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローが見込めない場合はゼロと算定しており
ます。また、正味売却価額は売却が見込めない資産についてはゼロと算定しております。

　　　 株式会社日本ヘルスケアアドバイザーズの減損損失については、事業譲渡益△10,507千円を含め
て「事業整理損」に表示しております。

　　(２) 関係会社整理損
　当連結会計年度において発生しております関係会社整理損は、連結子会社であるJML 
Singapore Pte. Ltd.の全株式を売却したことに伴い発生したものであります。内容は、債権放
棄損322,489千円、関係会社株式売却益△150,136千円であります。
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個別注記表 (2019年３月 １ 日から
2020年２月29日まで)

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　　(１) 資産の評価基準及び評価方法
　　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。

　　(２) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によ
っております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～15年
工具、器具及び備品 ３～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　　　定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年
商標権 ３～10年

③リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　(３) 引当金の計上基準
　　　　①貸倒引当金　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　②退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給
額を退職給付債務として計上しております。
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　　(４) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　①消費税等の会計処理　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
　　　　②連結納税制度の適用　　連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　　(１) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018（平成30）年
２月16日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　　(２) 損益計算書
　前事業年度まで、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「消費税差額」は金額的
重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しました。なお、前事業年度の「消費税差額」
は、22千円であります。

３．貸借対照表に関する注記
　　(１) 当座貸越契約
　　　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 5,200,000千円
借入実行残高 －千円
　　　　　　　　差引額 5,200,000千円

　　(２) 有形固定資産の減価償却累計額 303,619千円
　　(３) 保証債務

　株式会社アドフレックス・コミュニケーションズについて、次のとおり債務保証を行ってお
ります。

仕入取引に係る支払債務 31,300千円
　　(４) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権 38,262千円
金銭債務 58,654千円
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４．損益計算書に関する注記
　　　関係会社との取引高

売上高 52,891千円
仕入高 591,871千円
営業取引以外の取引 167,349千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　　　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 2,854,460株 408,800株 ー株 3,263,260株
　　 (注）自己株式の数の増加は、自己株式の買取による増加408,800株であります。

６．税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　繰延税金資産

未払賞与 33,308千円
貸倒引当金 42,819千円
退職給付引当金 29,847千円
関係会社株式評価損 426,637千円
税務上の繰越欠損金 105,485千円
その他 47,372千円

　　　　　　　　　小計 685,470千円
評価性引当額 △468,250千円
　　　　　　　　　　合計 217,220千円

　　　　繰延税金負債
資産除去債務に対応する資産 △21,592千円
その他 △3,685千円

　　　　　　　　　合計 △25,277千円
　　　　繰延税金資産の純額 191,942千円

13



７．関連当事者との取引に関する注記
　　　当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社日本
百貨店

所有
直接

100.00
役員の兼任 増資の引受

（注１） 100,000 － －

子会社
JML 
Singapore 
Pte.Ltd.

－ － 債権放棄
（注２） 322,489 － －

　　　取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 増資の引受けは、子会社が行った増資を引き受けたものであります。
(注２) 債権放棄は、同社の全株式を売却するにあたり、同社に対する貸付金等を放棄したもので

あります。当事業年度において発生しております関係会社整理損の内容は、同貸付金等に
対する貸倒引当金の取崩△89,196千円、当該債権放棄額322,489千円、関係会社株式売
却益△０千円であります。

８．１株当たり情報に関する注記
(１) １株当たり純資産額 243円94銭
(２) １株当たり当期純利益 ９円05銭

９．重要な後発事象に関する注記
　　　自己株式の取得

　当社は、2020年４月13日開催の取締役会において決議いたしました、会社法第165条第３項の
規定により読み替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づく自己株式の取得について、当
該自己株式の取得を実施いたしました。
　なお、詳細については、連結計算書類「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に記載の
とおりであります。
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